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液状化対策としての過剰間隙水圧消散工法は，想定地震を超えた場合に過剰間隙水圧比の抑制効果が失

われるため「ねばり」がないとの指摘がある．しかし，東北地方太平洋沖地震などの実際の大規模地震に

おいては人工材ドレーンが適用された岸壁などで減災効果が確認されている．本研究では，ドレーン改良

地盤に変形抑制効果としての「ねばり」があるのかを確認することを目的として，地盤・構造物系を代表

する傾斜地盤を対象として透水を考慮したひずみ空間多重せん断モデルを用いて変形解析を行った．その

結果，ドレーン改良地盤の変形抑制効果として未対策地盤の流動量が最大，非液状化地盤を仮定した流動

量まで抑制できることを考慮して変形量を正規化すれば，想定地震を超えた場合でも変形抑制効果として

の「ねばり」が十分発揮されることが判明した． 
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1. はじめに 
 
(1) 研究の背景と目的 

液状化対策工法の一つである過剰間隙水圧消散工法は，

液状化の可能性のある砂質系地盤に礫材や人工材などの

ドレーンを配置し，地震時に発生する過剰間隙水を速や

かに排水させることで液状化を防ぐ工法である．本工法

においては，液状化対策効果を過剰間隙水圧比の抑制効

果に基づいて評価するのが一般的である．図-1は，

Seed・Booker1)により提示された，杭径比と時間係数に対

する過剰間隙水圧比の抑制効果の例である．最大過剰間

隙水圧比が0.3程度より低い範囲では杭径比が大きく変

化しても過剰間隙水圧比の変動は少ないため，過剰間隙

水圧比の抑制効果としてのねばりは十分保たれる．しか

し，最大過剰間隙水圧比が0.3程度を超える範囲では杭

径比のわずかな変化に対して過剰間隙水圧比の変動が大

きくなるため，ねばりがないとの指摘がある2)．また，

地震動レベルを時間係数に対応づければ，時間係数のわ

ずかな変動に対して過剰間隙水圧比が大きく変動するこ

とから，地震動レベルが想定を超えてもねばりがなくな

る． 

しかし，東北地方太平洋沖地震などの実際の大規模地

震においては，想定を大きく上回る地震動が発生したに

も関わらず人工材ドレーンによる減災効果がいくつか確

認されている3),4)．こうした効果は，人工材ドレーンによ

り対策された水平成層地盤において実験および解析の両
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図-1 杭径比と時間係数に対する最大過剰間隙水圧比1) 

 



 

  

面で検証されている5),6)．また，傾斜地盤における流動抑

制効果や矢板式岸壁における変形抑制効果についても，

実験および解析の両面で検証されている例えば7),8),9),10)．こ

の他，人工材ではないが，埋立土に過剰間隙水圧消散工

法としてグラベルドレーンが用いられた小名浜港３号ふ

頭の鋼管矢板式岸壁では，東北地方太平洋沖地震におい

て想定をはるかに上回る地震動が発生したにも関わらず

軽微な被災に留まった事例がある4)．この事例について

は，透水を考慮したひずみ空間多重せん断モデル11) （以

降，Cocktail Glassモデルという）を用いた再現解析に基

づき，岸壁のドレーン改良地盤による変形抑制効果が明

らかにされている12)．以上のように，過剰間隙水圧比の

抑制効果としてのねばりがないとの指摘がある一方で，

実現象においては変形抑制効果としてのねばりが確認さ

れており，これらの変形抑制効果は実験と解析の両面に

おいて実証されている． 
このような背景から，本研究では，人工材ドレーンに

よる液状化対策効果の評価として，新たに変形抑制効果

に主眼を置き，この効果を，既往の知見としての間隙水

圧抑制効果と比較検討することにより，人工材ドレーン

による液状化対策効果のねばりの有無を明らかにするこ

とを目的とした．この目的のため，ここでは，傾斜地盤

を対象としてCocktail Glassモデル（透水を考慮したひず

み空間多重せん断モデル）を用いて人工材ドレーンによ

る液状化対策地盤の変形解析を行った． 
なお，傾斜地盤を対象とするのは，以下の理由による．

岸壁などをはじめとする地盤・構造物系の変形の抑制効

果を明らかにすることが本来の目的であり，既往の解析

事例としては，例えば，自立矢板式岸壁を対象とした遠

心載荷模型実験の再現解析10)や，前述の小名浜港３号ふ

頭岸壁の被災状況を再現した解析事例12)などがある．し

かし，このような解析事例は，解析対象とする特定の構

造物や地盤の条件に即したものであって，広い範囲の地

盤・構造物系を対象とする一般性には欠ける面がある．

そこで，液状化により発生する傾斜地盤の流動変位に着

目し，人工材ドレーンによる改良地盤の変形抑制効果を

検討することとした． 
 

(2) ドレーン改良地盤のモデル化 

本研究で用いるCocktail Glassモデルは2次元の平面ひず

み状態を仮定したモデルであるため，ドレーン改良地盤

の3次元的な排水挙動を2次元に変換する必要がある．関

口ら13)は過剰間隙水圧を要素中心で表すChristian系（赤

井・田村14）の方法）の要素に，間隙水圧の分布形状を

適切に規定した形状関数を導入することでバーチカルド

レーンにおける放射状の間隙水流れを表現するマクロエ

レメント法を提案している．これに対し，Cocktail Glass
モデルでは，間隙水圧を節点で評価するSandhu系が用い

られているため，マクロエレメント法とは異なる方法を

用いる必要がある．ここでは，二次元圧密沈下解析にお

いて一般的に用いられている方法として，ドレーン1本
当たりの水平方向の排水挙動に着目した，3次元の軸対

称モデルにおける平均圧密度と2次元の平面モデルにお

ける平均圧密度がある時刻において一致するように水平

方向の透水係数を等価な透水係数に置き換える方法を用

いる．この方法は圧密沈下解析用ではあるが，地震応答

解析においても過剰間隙水圧の排水原理は同じである． 
当該方法を用いて人工材ドレーンをモデル化した場合

のCocktail Glassモデルの適用性については，水平成層地

盤および自立矢板式岸壁を対象とした遠心載荷模型実験

の再現解析6),10)において確認されている．しかしながら，

等価な透水係数に置き換える方法は，軸対称モデルと平

面モデルの両者の平均圧密度曲線を近似することである

から，両者の平均圧密度曲線をどの圧密度において一致

させるかが課題として残されている．上記の再現解析に

おいては，ドレーン杭径比a/bが最大0.11程度のドレーン

配置に対し，図-2に示すように，平均圧密度が50%に達

するとき（t50）と90%に達するとき（t90）の２通りにつ

いて検討され，両ケースの解析結果（過剰間隙水圧比，

沈下量および変形量）において有意な差がなく，かつ，

両方とも実験結果と整合することが確認されている． 
しかし，本研究では，任意のドレーン配置について変

形抑制効果を検討する必要があるため，対象とする人工

材ドレーンの施工限界を考慮した杭径比a/bとして最大

0.22程度まで，すなわち，上記の解析事例に比べ2倍の

範囲までを対象としなければならない．このような範囲

の杭径比においても平均圧密度をどの時点で一致させて

も解析結果に影響しないか，あるいは影響するかを把握

しておく必要がある．そのため，ここでは，既往の解析

事例6))で用いられた未対策の水平成層地盤を対象として，

Seed･Booker1)によって提案されたドレーン改良地盤の軸

対称問題の解析解と，これを平面ひずみ問題に変換して

求めた解析解を比較することで平均圧密度の時刻のとり

方による影響を調べることとした．その結果を踏まえて，

前述の傾斜地盤を対象とした変形解析を行った． 
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図-2 ドレーン改良地盤の平均圧密度曲線の比較例 

 



 

  

 
2. 人工材ドレーン改良地盤の2次元モデル 
 
(1) ドレーン材 

東北地方太平洋沖地震において液状化による被災を免

れた，人工材ドレーンが適用された岸壁の事例として，

仙台塩竃港向洋埠頭（-12m桟橋式岸壁）と東京都15号地

木材埠頭（-12m控え組杭式矢板式岸壁）が挙げられる3)．

向洋埠頭においては，人工材ドレーンとしてスパイラル

ドレーンが用いられ，間隔64cm，平均長さ6.3mで打設さ

れていた．また，木材埠頭においては，グリッドドレー

ンとスパイラルドレーンが用いられ，両ドレーン材とも

間隔45～65cm，平均長さ20mで打設されていた．これら

の人工材ドレーンの材料特性は表-1に示す通りである．

当該ドレーン材は，既往の遠心載荷模型実験5),7)の研究対

象にもなっており，本研究においてもこれらのドレーン

材を対象とした． 
 

(2) 軸対称モデルから平面モデルへの変換 

ドレーン材は，一般に，正方形配置または三角形配置

で打設され，ドレーン1本が占める排水領域としてはそ

れぞれ正方形または正6角形となる．これをドレーン1本
当たりの排水挙動に着目して解析的にモデル化すると，

図-3(a)に示すようにドレーン材を有効半径aの円形とし，

ドレーン1本が占める排水領域と同じ面積をもつ等価有

効円（半径b）に置き換えることができる．当該モデル

は，地震時に発生する地中の過剰間隙水がドレーン材中

心に向かって放射状に流れることから軸対称問題として

扱うことができる．なお，グリッドドレーンはその断面

形状が矩形であるが，この場合の排水挙動は円形のドレ

ーン材と同様であることが実験および解析の両面で確認

されている15)． 
Cocktail Glassモデルにおいては，平面ひずみ状態を仮

定していることから，地盤の応力・ひずみ挙動について

は人工材ドレーンの剛性の影響を考慮すればよいが，間

隙水の挙動に関しては，図-3(b)に示すように単位奥行

幅の平面モデルにおいて排水挙動が軸対称モデルと同等

になるように考える必要がある． 
本研究で対象とする人工材ドレーンの剛性は，グラベ

ルドレーンと異なり，通水路材は表-1に示すように半硬

質塩化ビニール樹脂または高密度ポリエチレンであり，

またその通水路内はほぼ空洞であることから水平方向の

せん断抵抗は無視できると仮定した．すなわち，ドレー

ン材のせん断剛性を無視するものとした．また，この場

合，半径bの等価有効円内の半径aの空洞を無視すること

になるが，半径5cm程度の人工材ドレーンの打設間隔は

施工上，最小で40～50cm程度が限度であることから，

その空洞の等価有効円に対する面積比は正方形配置の場

合で1/20～1/32以下，正三角形配置の場合で1/18～1/28以
下となり，人工材ドレーンの空洞を無視することによる

ドレーン改良地盤のせん断剛性の評価に与える影響はほ

とんどないものと予想できる．人工材ドレーン改良地盤

の密度についても，せん断剛性と同様の考えに従い，ド

レーン材の質量およびその空洞部による影響を無視でき

るものとした． 
一方，平面モデルにおける水平方向の間隙水の挙動に

ついては，既に述べたように，軸対称モデルにおける平

均圧密度曲線を近似するように等価な透水係数を与える

ことで軸対称モデルにおける間隙水の挙動を近似する．

この等価な透水係数を求める具体的な方法は，以下の通

りである． 
軸対称モデルにおける平均圧密度は，水平方向の間隙

水の流れが鉛直方向に比べて卓越するという仮定のもと

で，Barronによる近似式にウェルレジスタンスを考慮し

た近似式16)（式(1)）を用いて求められる． 

                                                
(a)軸対称モデル             (b)平面モデル 

図-3 ドレーン1本当たりのモデル化 

 

表-1 対象とする人工材ドレーンの材料特性 

項目 グリッドドレーン スパイラルドレーン 
断面 
形状 

矩形 円形 

寸法 
幅 165mm 
厚さ30mm 

外径100mm 
補強体内径 81mm 

通水 
路材 

半硬質塩化ビニール 
樹脂 

高密度ポリエチレン 

フィル

ター材 
オレフィン系メッシュ 

高密度ポリエチレン製 
繊維 

等価円 
半径 5.0cm 4.75cm 

透水 
係数 

700cm/sec(i=0.25) 
480cm/sec(i=0.5) 

980cm/sec(i=0.25) 
800cm/sec(i=0.5) 

概要図 
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ここに，Uは軸対称モデルにおける平均圧密度，Tは
時間係数， khは水平方向の透水係数，γwは水の単位体

積重量，mvは体積圧縮係数，tは圧密時間， Lはウェルレ

ジスタンス，kwはドレーンの透水係数，Hはドレーンの

長さである． 
一方，平面モデルにおいては，水平成層地盤における

鉛直方向のTerzaghiの圧密理論をもとに，これを平面モ

デルにおける水平方向に置き換えて考える．軸対称モデ

ルと同様に，鉛直方向の流れを無視すれば，平面モデル

の平均圧密度の解は次式で表される． 
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ここに，U’，T’， kh’，およびhは，それぞれ平面モデ

ルにおける平均圧密度，時間係数，水平方向の透水係数，

および水平方向の排水距離（片面排水）である． 
上記の軸対称モデルと平面モデルにおけるそれぞれの

平均圧密度がx%に達する時刻txで一致するように，平面

モデルにおける等価な透水係数kh’を，式(1)と式(2)から

導かれる次式を用いて求める． 

h
x

x
h k

b
h

T
Tk 2

2''  (3) 

ここに，Txは，軸対称モデルの圧密式（式(1)）から求

まる，平均圧密度がx%に達する時刻txにおける時間係数，

Tx’は，平面モデルの圧密式（式(2)）から求まる，平均

圧密度がx%に達する時刻txにおける時間係数である． 
 
(3) 軸対称モデルと平面モデルの解析解の比較検討 

軸対称モデルと平面モデルでどの時点の圧密度を一致

させるかは，仮に地震時に完全に液状化したとすれば，

地震終了後からの再圧密に要する時間をどの圧密度に対

して評価したいのかと同等とみなせる．例えば，ドレー

ン改良地盤が地震時に完全に液状化した後，過剰間隙水

圧の消散に要する時間を知りたいのであれば，圧密度が

90%に達する時間t90（再圧密が完了する時間にほぼ等し

い時間）において両モデルの圧密度が一致するように等

価な透水係数に換算すればよい．しかしながら，地震中

のドレーン改良地盤においては過剰間隙水圧が上昇する

のと同時にドレーンによる排水（過剰間隙水圧の消散）

が行われるため，どの圧密時間txを採用すればよいか容

易には判断できない．そのため，ここでは，Seed･
Booker1)により提案された軸対称問題の基礎方程式をも

とに平面モデルの基礎方程式を展開し，各々のモデルに

ついて杭径比および圧密時間txのとり方を種々変えた複

数の条件に対する過剰間隙水圧分布を有限要素法により

解き，両解析解を比較することにより種々の条件下での

平面モデルによる近似程度を調べることとした． 
a) 基礎方程式 

軸対称モデルにおける過剰間隙水圧の基礎方程式は，

Seed･Booker1)により鉛直方向の間隙水の流れを無視でき

るとして任意深度における水平方向の間隙水の流れに関

して次式が提案されている． 
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ここに， uは過剰間隙水圧，rは半径方向のドレーン中

心からの距離，tは時間，ugは繰返しせん断により発生す

る静的な過剰間隙水圧である．また，ugは初期有効上載

圧σv0’に対する比として次式で表される17)． 
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ここに， Nは一定振幅のせん断応力の繰返し回数，Nl

は非排水条件下において液状化に達する繰返し回数であ

る．また，αは試験値であるが，一般的には0.7が用い

られる． 
さらに，式(4)の右辺の第二項は， 

t
N

N
u

t
u gg  (6) 

と書き換えられ，これらは以下のように展開できる． 
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ここに，Neqは不規則なせん断応力を等価な一定振幅

のせん断応力に置き換えた場合の等価繰返し回数，tdは
Neqに対応する地震動の継続時間である． 
一方，平面モデルにおける過剰間隙水圧の基礎方程式

は，式(4)に倣って，次式で表すことができる． 
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u
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ここに，xはドレーン外周（排水境界）からの水平方

向の距離である． 
b) 境界条件 

式(4)および式(9)は，いずれも水平方向（半径方向お



 

  

よびx軸方向）に過剰間隙水圧が時間的に変化する一次

元の準静的問題として扱うことができる．境界条件とし

ては，ドレーン外周において過剰間隙水圧をゼロ（排水

境界）とする．そのため，別途ウェルレジスタンスを考

慮する必要がある．ここでは，軸対称モデルにおいては，

式(1)においてドレーン外周が排水境界に相当する場合

（L=0）の圧密度がウェルレジスタンスを考慮した場合

（L≠0）の圧密度と同じになるように等価な時間係数を

与えるものとする．ただし，実際の有限要素解析では，

時間係数ではなく透水係数を入力パラメタとするため，

これを考慮した等価な透水係数khLを次式により与える． 

hhL k
LnF

nFk
8.0

 (10) 

平面モデルにおける透水係数kh’については，式(3)より

求められるため，既にウェルレジスタンスを考慮した等

価な透水係数になっている． 
c) 解析条件 

本章では，種々の条件下における軸対称モデルと平面

モデルの解析解を比較検討することが目的であるため，

後述の傾斜地盤の解析条件とは切り離して考えることが

できる．しかし，ここで使用する軸対称モデルの基礎方

程式は水平地盤における過剰間隙水圧比の抑制効果の評

価に用いられるため，傾斜地盤における変形抑制効果と

対比する際に参照される．そのため，地盤条件，入力地

震動および杭径比は，後述の傾斜地盤において用いた

Cocktail Glassモデルの解析条件に基づいて設定した．土

層構成については，既往の遠心載荷模型実験5)6)で用いた，

層厚5.4m，相対密度60%の一様な砂地盤（相馬硅砂5
号）を，本研究において共通して用いる．軸対称モデル

および平面モデルの一次元有限要素解析に用いた入力パ

ラメタを，透水係数を除いて表-2に示す．表中のNlは，

後述のCocktail Glassモデルパラメタ（表-4）を用いて入

力加速度振幅を150galとして一次元地震応答解析を行い，

層中央付近（GL.-2.4m）における過剰間隙水圧比の時刻

歴から液状化に達する時刻を読み取って求めた値である．

透水係数については軸対称モデルおよび平面モデルとも

ウェルレジスタンスを考慮するため杭径比に応じて異な

り，また平面モデルにおいては平均圧密度を何%の時刻

で一致させるかで異なる．表-3に，前述の方法（式(3)お
よび式(10)）によって求めた等価な透水係数を示す．な

お，一致させる平均圧密度の時刻は，同表にも示す通り，

ここでは代表的なケースとしてt50（平均圧密度が50%に

達する時刻）とt90（平均圧密度が90%に達する時刻）の2
ケースとした．また，一次元有限要素解析におけるメッ

シュ分割は，図-4に示すように，軸対称モデルおよび平

面モデルともドレーン外周の排水境界から等価有効円の

端部までの一次元要素を5等分に分割した． 
d) 解析解の比較検討結果 

図-5に，杭径比毎の断面平均の過剰間隙水圧比時刻歴

について軸対称モデルと平面モデル（t50とt90）を比較し

て示す．また，図-6には，杭径比毎の地震後における過

剰間隙水圧比分布について軸対称モデルと平面モデル

（t50とt90）を比較して示す．これらの図より，t50よりも

t90の方が軸対称モデルにおける過剰間隙水圧比の時刻歴

および分布をすべての杭径比のケースについてよりよく

近似できるのがわかる．t50の条件でもある程度は軸対称

モデルを再現できているが，特にa/b=0.148のケース（図

-5(c)，図-6(c)）に見られるように，液状化に至るか至

らないかの微妙な平衡状態ではねばりがなく，透水係数

の大小が敏感に影響するため，極端に過大評価になる場

合がある． 
t90の条件による軸対称モデルの再現性について詳細に

見ると，杭径比が0.148以上の地震時に液状化に至らな

いケースでは，地震後の過剰間隙水圧比はドレーン近傍

では軸対称モデルとほぼ同程度であるものの，半径方向

表-2 一次元有限要素解析に用いた入力パラメタ 

記号 単位 設定値 備考 
γw (kN/m3) 10.584 Cocktail Glass モデルパラメタ

（表-4）より設定 mv (m2/kN) 1.40×10-4 
td (sec) 10.0 入力地震波形（図-11）より

設定 Neq (cyc) 20 
Nl (cyc) 7.3 一次元地震応答解析より設定 
α - 0.7 標準値 

 

表-3 ウェルレジスタンスを考慮した等価な透水係数 

ドレーン

間隔 
d(m) 

軸対称モデル 平面モデル 
b 

(m) 
a/b khL 

(m/s) 
h 

(m) 
kh’( t50) 

(m/s) 
kh’(t90) 

(m/s) 
0.8 0.450 0.222 1.83×10-4 0.35 7.38×10-5 9.58×10-5 
1.0 0.565 0.177 1.85×10-4 0.465 6.83×10-5 8.86×10-5 
1.2 0.675 0.148 1.86×10-4 0.575 6.29×10-5 8.16×10-5 
1.6 0.900 0.111 1.87×10-4 0.8 5.64×10-5 7.21×10-5 
3.2 1.800 0.056 1.89×10-4 1.7 4.42×10-5 5.70×10-5 

地盤の透水係数    ： kh=1.93×10-4(m/s) 
ドレーンの透水係数  ： kw=8(m/s) 
ドレーンの長さ    ： H=5.4(m) 
ドレーンの有効円半径 ： a=0.1(m) 

a
b

h=b-a

b-a

    
図-4 一次元有限要素メッシュ分割 

 

(a)軸対称モデル 

(b)平面モデル 

要素 

節点 



 

  

の距離が増すにつれ大き目になる（図-6(a）～(c)）．

ただし，断面平均で見れば全時刻において軸対称モデル

とほぼ一致する（図-5(a）～(c)）． 
一方，杭径比が0.111以下の地震時に液状化に至るケ

ースでは，特に断面全体で液状化するような場合には，

地震後における過剰間隙水圧比は軸対称モデルとほぼ一

致する（図-6(e)）．しかし，断面平均で見ると消散速

度は一致してくるものの，地震時の最大値は小さく評価

される（図-5(d),(e)）．これは，図-4を見てもわかるよ

うに，軸対称モデルと平面モデルの断面積が半径方向で

異なるためで，特に過剰間隙水圧がゼロとなる排水境界

部における断面積の違いが大きいためである． 
以上のように，平面モデルでは液状化に至る場合と至

らない場合とで軸対称モデルの再現性の傾向が異なるも
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図-6 地震後（t=10sec）における過剰間隙水圧比分布 

（軸対称モデルと平面モデルの比較） 
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図-5 断面平均過剰間隙水圧比時刻歴 

（軸対称モデルと平面モデルの比較） 
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ののt90の条件を用いれば軸対称モデルをほぼ近似できる

ことがわかった．また，筆者らが行った既往の研究6)に

おいても，t50とt90で有意な差はなかったもののt90を用い

た解析の方が実験結果をより良く再現できていた．この

ことからも，t90の条件が適切であることが裏付けられる．

よって，これより以降の平面モデルを用いたドレーン改

良地盤の解析においてはt90の条件を用いるものとする． 
 
3. 人工材ドレーンによる変形抑制効果の検討 

 
(1) 傾斜地盤の変形解析モデル 

本研究において人工材ドレーンによる改良地盤の変形

抑制効果を検討するにあたっては，図-7(a)に示すよう

に地表面に対する垂直方向の層厚H，および傾斜角θが

一定である傾斜地盤を対象とする．また，変形解析の問

題を簡単にするため，ここでは，図-7(b)に示すように，

傾斜地盤が無限に続いているとした疑似水平地盤モデル

を用いる．具体的には，自重解析時には傾斜地盤におけ

る重力加速度Gを疑似水平地盤モデルにおける鉛直成分

Gcosθと水平成分Gsinθに分解し，動的解析時には傾斜

方向に地震動が作用するとし，疑似水平地盤モデルにお

いては水平方向に加振する．ドレーンを考慮する場合は，

図-7(b)に示すように動的解析時に2次元メッシュの中央

に排水境界を設ける． 
メッシュ分割は，図-8に示すように未対策地盤につい

ては鉛直方向のみを分割した一次元メッシュ分割モデル

とするが，ドレーン改良地盤については過剰間隙水圧と

鉛直変位（傾斜面に直行する方向の変位）が水平方向

（傾斜面に平行方向）に分布するため，鉛直方向だけで

なく，水平方向にも分割した二次元メッシュ分割モデル

を用いる必要がある． 各種ドレーン杭径比に対するモ

デル片幅hは，表-3に示す平面モデルにおける水平方向

の排水距離hに等しくとるものとする． 
ドレーン改良地盤の変形抑制効果を調べるための解析

結果の評価項目は，図-8に示す通り，地表面の水平変位

と土層中央深度（GL.-2.4m）における過剰間隙水圧，お

よび同深度付近における要素の応力・ひずみとした． 
ドレーン改良地盤の2次元メッシュにおいて水平成層

地盤のように一次元的な挙動を模擬するため，境界条件

としては次のように設定した．モデル底面の節点につい

ては，自重解析時および動的解析時とも，水平変位およ

び鉛直変位を固定する．それ以外の節点については，自

重解析時には同一深度のすべての節点の水平変位，鉛直

変位および過剰間隙水圧をそれぞれの成分で同じとする．

動的解析時には，過剰間隙水圧は不規則に分布すること

を許すが，水平変位および鉛直変位についてはドレーン

排水境界を中心に左右対称で，かつ，一次元的な挙動を

示すと仮定するため，図-9に示すように，同一深度のド
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図-8 メッシュ分割と評価位置 
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(b) 疑似水平地盤モデル 

 
図-7 傾斜地盤の変形解析モデル（模式図） 
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図-9 疑似水平地盤における動的解析時の境界条件 
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レーン中心から等しい距離にある２つの節点の水平およ

び鉛直変位は，それぞれ同一挙動を示すものとした．な

お，同図(a)には，未対策地盤における境界条件を示し

てあるが，これも一次元的な挙動を模擬するための条件

である． 
なお，ドレーン改良地盤における疑似水平地盤を模擬

した境界条件の妥当性を確認するため，当該モデルを用

いて未対策地盤の条件（ドレーン排水境界を削除し，水

平方向の透水係数をもとの透水係数に戻した条件）に設

定した上で各種杭径比について動的解析を行った．未対

策地盤の一次元メッシュ分割モデルを用いた解析結果と

比較した結果，どの杭径比に対しても水平変位および過

剰間隙水圧とも両モデルで一致することを確認できてい

る． 
 

(2) 検討条件 

土層構成は，前章において用いた地盤と同様，既往の

研究5),6),7)で用いた水平成層地盤を用い，層厚H=5.4mの相

対密度60%の一様な砂地盤とした．砂地盤のCocktail Glass
モデルパラメタは，同じ地盤材料について非排水繰返し

せん断試験が実施されている18)ので当該試験の動的変形

特性および液状化特性を再現するように設定した．ただ

し，間隙水の物性値については既往の研究6)に準じて遠

心載荷模型実験における粘性流体のものを設定した．こ

こで扱う地盤材料の液状化強度としては，図-10に示す

Cocktail Glassモデルの強度曲線になる．また，ここで設

定した地盤入力パラメタを表-4に示す．傾斜角は，疑似

水平地盤モデルとして挙動するよう十分緩やかな勾配と

して，θ=2°およびθ=5°の２通りを設定した．入力地

震動は，図-11に示す加速度波形（周波数2Hzの正弦波20
波，継続時間10秒）を用い，最大加速度は150，300，
450，600galの4ケースとした．杭径比については，前章

と同様，表-3に示す5ケースとした．地盤モデル片幅は，

前述したように杭径比に応じた排水距離h(=b-a)を用いた．

このときの水平方向の等価な透水係数は，表-3に示す

kh’(t90)を用いる． 
 

(3) 検討結果 

a) 変位・過剰間隙水圧比時刻歴 

傾斜地盤の変形解析結果の一例として，θ=2°におけ

る300gal加振時の一連の杭径比のケースについて，図-12

および図-13にそれぞれ地表面水平変位時刻歴および中

央深度の断面平均過剰間隙水圧比時刻歴を示す．両図中

の時刻歴には時間幅1秒の移動平均値を重ね書きしてい

る．また，断面平均過剰間隙水圧比は，前章において軸

対称モデルと平面モデルの断面形状の違いから断面平均

の最大値は過小評価される場合があることがわかってい

るため，ここでは過剰間隙水圧が非ゼロとなる断面（図
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図-10 地盤材料の液状化強度 
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図-11 入力加速度波形 

 

表-4 地盤材料のCocktail Glassモデルパラメタ 

項目 記号 単位 設定値 
土の質量密度 ρ (t/m3) 1.86 
間隙率 n - 0.47 
基準有効拘束圧 Pa (kN/m2) 100 
基準初期せん断弾性係数 Gma (kN/m2) 71200 
正規圧密時基準体積弾性係数 KLa (kN/m2) 185700 
過圧密時基準初積弾性係数 KUa (kN/m2) 185700 
拘束圧依存指数 mG,nK - 0.5 
せん断抵抗角 φf’ (°) 40 
最大減衰定数 hmax - 0.24 
変相角（°） φp - 28 
収縮ひずみの終局値 -εd

cm - 0.10 
負のダイレイタンシー係数 rεdc - 0.41 
正負両ダイレイタンシー係数 rεd - 0.25 
水圧上昇初期の制御係数 q1 - 9.2 
水圧上昇後半の制御係数 q2 - 0.6 
体積弾性係数拘束圧依存指数 lk - 2.0 
体積弾性係数の低減係数 rk - 0.08 
液状化抵抗曲線の下限制御 c1 - 1.64 
限界線への接近方法の調整 rγ - 0.9 
tmp法に関する係数 rmtmp - 1.0 
Steady state非排水せん断強度 qus (kN/m2) 1000 
間隙水の質量密度 ρw (t/m3) 1.08 
間隙水の体積弾性係数 Kw (kN/m2) 2.2×106 
透水係数 k (m/s) 1.93×10-4 

 



 

  

-5の横軸0.2～1.0の範囲）の平均値とした． 
これらの図より，どの杭径比においても加振直後に過

剰間隙水圧は未対策地盤と同程度まで上昇するものの，

杭径比に応じて時間の経過とともに過剰間隙水圧の消散

が促進され，それに比例して変位の増加程度も抑制され

ているのがわかる．このことは，最大過剰間隙水圧比を

指標として過剰間隙水圧抑制効果を評価すると確かにね

ばりがないと解釈できるが，流動量については杭径比に

応じて抑制されるため何らかのねばりを有しているとも

解釈できる． 
なお，最大過剰間隙水圧比が未対策時においても最大

0.8程度までしか上昇しないのは，水平方向の初期せん

断応力が加振中に作用しているためで，詳細については

後述する． 
 b) 変形抑制効果 

図-14は，杭径比に対する地表面の流動量を示したも

のである．ただし，この流動量は加振10秒に対し振動が

十分収まった時刻20秒における値である．過剰間隙水圧

が完全に消散した時刻ではなく，時刻20秒の変位量を用

いた理由については後述する．図より，傾斜角の違いに

より流動量の程度が異なるものの，杭径比の増大に従い

流動量は抑制され，非液状化を仮定した地盤の流動量に

近づく様子がわかる．また，同一杭径比においては，ど

の杭径比についても加速度レベルに応じて変位量が大き

くなるのが確認できる． 
図-15は，変形抑制効果としての指標Rudを，加速度レ

ベル毎にドレーン改良地盤における流動量Udを未対策地

盤における流動量UUIと非液状化を仮定した地盤におけ

る流動量UNLに対し，次式を用いて正規化し，杭径比に

対して示したものである． 

NLUI

NLd
ud UU

UUR  (11) 

ここでは，当該指標を正規化流動比と呼ぶことにする．

当該指標は，ある地震動レベルにおいて，未対策地盤に

おいて1.0，非液状化地盤において0.0となるように，ド

レーン改良地盤の流動量を1.0～0.0の範囲で正規化する

ことを意味する． 
ドレーン改良地盤の変形抑制効果をこの正規化流動比
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図-12 地表面水平変位時刻歴（θ=2°，300gal加振） 
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図-13 断面平均過剰間隙水圧比時刻歴 

（θ=2°，300gal加振） 
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図-14 杭径比と流動量の関係 
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で評価すれば，任意の加速度レベルにおいて上限値（図

中の150gal加振（θ=2°）の近似曲線付近）が杭径比に

ほぼ比例することがわかる．このことは，想定地震を超

えた場合でも変形抑制効果は大きく変わらず，地盤・構

造物系におけるドレーン改良地盤にねばりがあると解釈

できる． 
具体例として，θ=5°の場合のa/b=0.148のケースを取

り上げると，想定地震が仮にαmax=150galであったとすれ

ば，このとき想定される変形抑制効果はRud=0.47である．

この想定地震を超えて2倍～4倍のαmax=300gal，450gal，
600galの地震が発生すると，変形抑制効果はそれぞれ

Rud=0.45，0.49，0.51となり，ほぼ横ばいで変化しない． 
なお，同図中には，矢板式岸壁を対象とした遠心載荷

模型実験7)における矢板天端の変位量を式(11)を用いて正

規化流動比に換算したものを示している．ただし，実験

では非液状化地盤を模擬していないため，非液状化地盤

における変位量は，当該実験の再現解析10)を行ったとき

の解析モデルを用いて求めた．具体的には，解析で求め

た非液状化地盤の変位は3cm，実験で得られた変位は，

未対策地盤で33cm，杭径比0.056のとき29cm，杭径比

0.111のとき22cmであった．これを正規化流動比として

計算すると，杭径比0.056で0.87，杭径比0.111で0.63とな

り，今回行った解析的研究に整合するのが確認できる． 
c) 過剰間隙水圧比抑制効果 

図-16は，杭径比に対する中央深度（GL.-2.4m）にお

ける断面平均最大過剰間隙水圧比を示したものである．

図-13と同様，傾斜地盤における最大過剰間隙水圧比は，

水平方向の初期せん断作用下にあるため傾斜角θ=2°の

場合で最大0.8程度，θ=5°の場合で最大0.6程度しか上

昇できない．そこで，過剰間隙水圧の抑制効果としては，

変形抑制効果と同様，加速度レベル毎にドレーン改良地

盤における最大過剰間隙水圧比を未対策時における最大

過剰間隙水圧比で正規化したものを用いる． 

図-17は，この正規化過剰間隙水圧比を示したもので

ある．ただし，正規化過剰間隙水圧比が1.0を超えるも

のについては未対策時と同様に液状化したとみなして
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図-15 杭径比と正規化流動比の関係 
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図-16 杭径比と断面平均最大過剰間隙水威圧比の関係 
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図-17 杭径比と正規化過剰間隙水圧比の関係 
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1.0に置き換えている．もともと地震動レベルが大きい

ため，ほとんどのケースで液状化しているのが確認でき

るが，それでも変形抑制効果とは傾向が異なり，杭径比

が大きくなるのに従い加速度レベルの影響を受けやすい

傾向を示す．すなわち，過剰間隙水圧比を指標とすると，

想定地震を超えた地震が発生した場合，はねばりが失わ

れることになる． 
以上のように，過剰間隙水圧比を指標とすれば想定地

震を超えた場合「ねばりがない」ことになるが，ドレー

ン改良地盤の正規化流動比を変形抑制効果の指標とすれ

ば，地震時の「ねばりは十分発揮される」ことが確認で

きる． 
 

(4) 考察 

a) 流動量の評価 

図-14における流動量の評価として振動が十分に収ま

った時刻20秒における変位量を用いたが，これは以下の

理由による．図-18(a)に示すように，地表面変位は加振

後以降において過剰間隙水圧の消散に伴い小さくなる．

これは，図-18(b)に示す通り，加振後の水平方向のせん

断応力～ひずみ状態（τxy～γxy）からその時点のせん断

応力状態を保ったまま剛性が回復し，それに伴い，

Cocktail Glassモデルの構成式上せん断ひずみγxyが小さく

なるためである．これは剛性回復時における構成式の問

題であって実現象を再現するものではないことから，真

の流動量として振動が十分に収まった時刻（ここでは20
秒）における変位量を用いるものとした． 

b) 初期せん断作用下の応力状態 

図-16において最大過剰間隙水圧比は未対策地盤にお

いても傾斜角に応じて0.8～0.6程度までしか上昇しない．

これは，図-18(b)(c)に示すように，疑似水平地盤にお

いては水平方向の初期せん断応力が加振中に作用するた

めである．具体的には，加振による繰返しせん断に伴い

剛性が低下し，偏差成分のせん断応力はほぼゼロになる

が，水平方向のせん断応力は維持されるため，有効応力

経路上においては破壊線を超えて有効応力が減少できな

い．その結果，最大過剰間隙水圧比としてはここではθ

=2°の場合で0.8程度までしか上昇できない．このよう

な現象については，初期せん断を保ったまま繰返しせん

断を行う室内試験例えば19)でも確認されており，またこの

ような要素試験をCocktail Glassモデルで再現できること

も確認されている11)． 
図-19は，図-18と同様，θ=2°，300gal加振，a/b=0.148

のケースを例に，ドレーン改良地盤における変位および

過剰間隙水圧比時刻歴と土層中央付近の要素履歴を示し

たものである．未対策地盤と比べると，初期せん断応力

作用下では破壊線が近いため過剰間隙水圧比の抑制効果

はほとんど見られない（図-19(a)(c)）が，排水効果に

より剛性の低下を防ぐため水平方向のせん断ひずみが抑

制され（図-19(b)），変形抑制効果（図-19(a)）が発揮

されている様子が確認できる． 
 
4. 水平地盤における過剰間隙水圧比の抑制効果 
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図-18 未対策地盤における地表面変位時刻歴と層中央深度の要素挙動（θ=2°，300gal加振） 

 

0

0.1

0.2

0.3

0.4

0
0.2
0.4
0.6
0.8

1

0 10 20 30

H.
Di

sp
. (

m
)

EP
W

P 
Ra

tio

Time (sec)

EPWPR(GL.-2.4m,Ctr.)

H.Disp.

   

-8

-4

0

4

8

-0.04 -0.02 0 0.02 0.04 0.06

τ(
kN

/m
2 )

γ

τxy～γxy(σy'-σx')/2
～(εy-εx)

  

0

4

8

-16-12-8-40

τ(
kN

/m
2 )

σm' (kN/m2)

Before shaking
After shaking
After dissipation

 
                   (a)地表面変位とEPWPR                                                                (b)τ～γ曲線                                                                       (c)有効応力経路 

図-19 ドレーン改良地盤(a/b=0.148)における地表面変位時刻歴と層中央深度の要素挙動（θ=2°，300gal加振） 

 



 

  

冒頭の過剰間隙水圧比の抑制効果の評価に用いられる

図-1は水平地盤を対象としたものである．しかし，前述

のように地盤・構造物系を代表する傾斜地盤においては

地震時に初期せん断作用の影響を受けるため，水平地盤

において評価される最大過剰間隙水圧比と異なる．本章

では，傾斜地盤に用いた各杭径比に対し，水平地盤では

最大過剰間隙間隙水圧比がどの程度になるかを予想し，

水平地盤における過剰間隙水圧比の抑制効果を評価する． 
 

(1) 最大過剰間隙水圧比の評価方法 

水平地盤における最大過剰間隙水圧比を評価する方法

として，ここでは，第 2 章でも述べた Seed･Booker1)によ

る方法（軸対称問題を準静的に解く方法）と，Cocktail 
Glass モデルを用いた有効応力法に基づく動的解析よる

方法を取り扱う．前者は軸対称条件なのでドレーンの排

水挙動を正確に再現できるが，液状化特性として静的な

過剰間隙水圧上昇曲線を仮定しているものの地震動の重

複反射等による地震応答特性は考慮できない．一方，後

者は軸対称条件を近似した平面ひずみ条件ではあるが，

地震応答特性を正確に再現できる．このように，両者に

は一長一短がそれぞれあるが，ここでは両者の短所を補

う意味でも，準静的解析で規定する液状化に達する繰返

し回数 Nl は，未対策地盤を対象とした動的解析から得

られる層中央深度の過剰間隙水圧比時刻歴を用いて求め

るものとした．なお，両者で使用する過剰間隙水圧比上

昇曲線は，図-20 に示す通り，互いに整合することを確

認している．また，動的解析による水平地盤に用いるメ

ッシュ分割は傾斜地盤と同様，図-8(b)を用い，水平方

向の等価な透水係数についても，同様に，表-3 に示す

kh’(t90)を用いた． 
 

(2) 最大過剰間隙水圧比の評価 

図-21は，杭径比a/bと加速度レベルαmaxの組（全20ケ
ース）における過剰間隙水圧比時刻歴を準静的解析と動

的解析で比較したものである．動的解析による結果は，

杭径比が大きくなるほど過剰間隙水圧比時刻歴の振幅は

大きくなるが，時間幅1秒間の移動平均で見ると，全体

的には準静的解析と整合して見える．準静的解析と動的

解析の特徴的な違いとしては，準静的解析ではどのケー

スにおいても過剰間隙水圧の蓄積と消散がつり合う定常

状態に達するまでは過剰間隙水圧は単調に増加するが，

動的解析では特に杭径比が大きいケースにおいていった

ん過剰間隙水圧が上昇した後，消散しながら定常状態に

落ち着く．杭径比が小さいケースでは，過剰間隙水圧の

上昇速度は準静的解析に比べ速いものの定常状態に達す

るときの過剰間隙水圧比は両者で整合する． 
このように両手法に傾向の違いが見られるが，定常状

態における過剰間隙水圧比を比較すると，図-22に示す

通りである．ただし，動的解析において定常状態に達す

る時刻としては，加振振幅が一定である状態が終了する

時点の時刻9秒とした．図からわかるように，a/b=0.177
のαmax=450gal，600gal，およびa/b=0.148のαmax=300galの3
ケースを除けば，準静的解析と動的解析で同等とみなせ

る．なお，a/b=0.177とa/b=0.148において両解析方法で乖

離がみられるのは，冒頭で述べたように過剰間隙水圧比

の抑制効果にねばりがないためである． 
では，実際に水平地盤においてどの程度の最大過剰間

隙水圧比が発生するかといえば，準静的解析がよく知ら

れている方法ではあるものの，実現象としては動的解析

による評価が妥当である． 
 

(3) 過剰間隙水圧比の抑制効果 

図-23は，定常状態における過剰間隙水圧比を準静的

解析から求めたものと，最大過剰間隙水圧比を動的解析

から求めたものを，杭径比に対応して示したものである．

定常状態における過剰間隙水圧比（準静的解析による評

価値）は，冒頭の図-1に示す過剰間隙水圧比の評価に相

当する．そのため，a/b=0.148からa/b=0.111へ杭径比がわ

ずかに変化するだけで過剰間隙水圧比の抑制効果は容易

に失われる．また，a/b=0.148の同一杭径比においてα

max=300galからαmax=450galに増加するときのみ，過剰間隙

水圧の抑制効果は急激に失われる．これらは，冒頭で述

べた「ねばりがない」ことを説明している．一方の最大

過剰間隙水圧比（動的解析による評価値）の場合も，前

者と同様の「ねばりがない」傾向を示すが，さらに

a/b=0.177以下の杭径比においても地震レベルに対する過

剰間隙水圧比の抑制効果が失われる． 
ここで評価される過剰間隙水圧比の抑制効果が，ドレ

ーンの設計に用いられることを考えると，例えば，想定

地震αmax=150galに対し，過剰間隙水圧比を0.5以下に抑

制しようとすればa/b=0.148が最適な配置となる．この配

置において，想定を超える地震が発生した場合には，過
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図-20 解析に用いた過剰間隙水圧上昇曲線の比較 
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剰間隙水圧比の抑制効果は容易に失われ，「ねばりがな

い」と評価されることになる．しかし，変形特性効果と

して評価すれば，図-15からわかるように，十分なねば

りが発揮される．したがって，現行の過剰間隙水圧比に

基づく設計法よりも，図-15に示すような変形抑制効果

に基づく設計法の方が，地盤・構造物系のドレーン改良

地盤の地震時のねばりを適切に評価する上でより合理的

といえる． 
 

5. 考察 

 
(1) 東北地方太平洋沖地震における事例 

前章までで明らかにした地盤・構造物系の一般系であ
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図-23 予想最大過剰間隙水圧比と杭径比の関係 
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図-22 定常状態における過剰間隙水圧比予想値 

（準静的解析と動的解析の比較） 
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図-21 水平地盤における層中央深度の断面平均過剰間隙水圧比時刻歴（準静的解析と動的解析の比較） 
 



 

  

る傾斜地盤の変形抑制効果（図-15）と水平地盤の過剰

間隙水圧比抑制効果（図-23）を，実際の大規模地震に

おける事例に照らし合わせ，地盤・構造物系を対象とし

たドレーン改良地盤の地震時のねばりを考察する． 
東北地方太平洋沖地震において無被災であった仙台塩

竃港向洋埠頭（-12m桟橋式岸壁）では，人工材ドレーン

の打設間隔が64cmであったが，実際の有効ドレーン径

9.5cmに対して本研究では既往の研究5),6),7)に合わせて20cm
としているため，このドレーン配置は本研究における

a/b=0.148のケースに相当する．また，本ドレーン配置は

想定地震レベル300gal程度に対して最大過剰間隙水圧比

を0.5以下に抑制できる．当サイト近傍において事後推

定された工学的基盤面上の加速度波形20)の最大値が

600gal近くまで達していたことから，明らかに想定地震

レベル300gal程度を超えた地震が発生していたことにな

る．過剰間隙水圧比の抑制効果を示す図-23を参照する

と，本事例では最大過剰間隙水圧比は0.9近くまで上昇

したことになり，過剰間隙水圧比の抑制効果としてのね

ばりはほぼないに等しい．しかし，変形抑制効果を示す

図-15を適用すれば，地震時の変形抑制効果は想定時の

変形抑制効果とあまり変わらず，ねばりは十分あると評

価できる．実際，本事例は，排水による沈下は見られた

ものの岸壁のはらみだしはなかったことから，本研究で

示した変形抑制効果のねばりを十分実証するものである． 
また，同地震において無被災であった東京都15号地木

材埠頭（-12m控え組杭式矢板式岸壁）では，人工材ドレ

ーンの打設間隔が45cm～65cmであったことから，上記

事例と同様，本研究におけるa/b=0.177またはa/b=0.148の
ケースに相当する．当サイト近傍では地表面での最大加

速度は100～150gal程度と比較的小さいレベルであるもの

の，50gal程度の地震波が100秒以上の長時間にわたって

継続し，未対策地盤においては広範囲で液状化が観測さ

れている．本事例では，上記事例と同様，図-23および

図-15に照らし合わせると，加速度レベルは150gal以下で

あることから最大過剰間隙水圧比は0.5以下に抑制され

ていたことになり，過剰間隙水圧比の抑制効果および変

形抑制効果ともに十分なねばりがあったと評価できる． 
以上のように，実際の大規模地震において地盤・構造

物系のねばりを発揮した無被災事例から，過剰間隙水圧

比の抑制効果を指標としたねばりの評価では実現象を必

ずしも説明できるとは限らないが，変形抑制効果を指標

としたねばりの評価では実現象を十分説明できる．言い

換えれば，地盤・構造物系の地震時のねばりを評価する

上で変形抑制効果が適切な指標であるといえる． 
 

(2) 地震動レベルの増大に対するねばり 

図-24および図-25は，それぞれ変形抑制効果（図-

15）および過剰間隙水圧の抑制効果（図-23中の動的解

析による評価）を地震動レベルに対して示したものであ

る．両図をもとに地震動レベルの増大に対するねばりを

考察する． 
まず，想定地震レベルαmax=150galにおいて最大過剰間

隙水圧比が0.5以下に抑制されるドレーン配置（a/b≧
0.148）について見ると，過剰間隙水圧比の抑制効果で

は地震動レベルが増大するとねばりが失われるが，変形

抑制効果では地震動レベルが増加してもねばりは十分発

揮されているのが確認される．次に，想定地震レベルα

max=150galにおいて最大過剰間隙水圧比が0.5を超えるド

レーン配置（a/b≦0.111）について見ると，想定地震レ

ベルにおいて既に過剰間隙水圧比の抑制効果は失われて

いるため地震動レベルが増加してもその抑制効果は失わ

れたままである．しかし，変形抑制効果では特に

a/b=0.111の配置において過剰間隙水圧比の抑制効果が失

われているにも関わらず，杭径比の変化（配置間隔

a/b=0.148からa/b=0.111への変化）に対するねばりが持続

しているのが確認され，また地震動レベルの増大に対し
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図-24 地震動レベルに対する変形抑制効果 
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図-25 地震動レベルに対する過剰間隙水圧比抑制効果 

 



 

  

てもねばりが十分発揮されているのが確認される． 
以上より，ドレーン改良地盤に「ねばりがない」とい

う見解は過剰間隙水圧比という指標に重点を置いた議論

に基づく見解であり，本研究で定義した変形抑制効果を

指標とすれば，「ねばり」が十分に発揮されることが明

らかである． 
 

6. まとめ 

 
本研究では，人工材ドレーンによる改良地盤の地震時

の「ねばり」を確認することを目的として，ドレーン改

良地盤の2次元モデル化において残された課題を解決す

るとともに，地盤・構造物系を代表する傾斜地盤を対象

として透水を考慮したひずみ空間多重せん断モデル

（Cocktail glassモデル）を用いて変形解析を行った． 
本研究により得られた知見は以下の通りである． 
(1) ドレーン改良地盤の軸対称モデルを平面モデル

に変換する方法として，ドレーン中心部を排水

境界とした上で両者の平均圧密度が一致するよ

うに水平方向について等価な透水係数を与える

方法を用いた．当該方法によるCocktail Glassモデ

ルの適用性は既往の研究において確認されてい

るが，どの時点の平均圧密度を一致させるべき

かについては課題として残されていた．これを

解決するため，軸対称モデルにおけるSeed･Booker
による提案式を平面モデルにおける基礎方程式

に展開し，両モデルの解析解を有限要素法を用

いて各種杭径比に対して求め，比較検討した．

その結果，平均圧密度が90%に達するときの時刻

t90において平均圧密度を一致させることが，軸対

称モデルを近似する上で最も適切であることが

確認された． 
(2) ドレーン改良地盤の変形抑制効果として，ある

地震動レベルに対するドレーン改良地盤の流動

量を，同一地震動レベルにおいて未対策地盤の

流動量を1.0，非液状化を仮定した地盤の流動量

を0.0となるように1.0～0.0の範囲で正規化した正

規化流動比を指標とした．当該指標で変形抑制

効果を評価すると，想定地震を超える地震が発

生した場合，過剰間隙水圧比の抑制効果が失わ

れた場合でも，変形抑制効果としての「ねば

り」は十分発揮されることが明らかにされた． 
(3) 本研究で定義した変形抑制効果は，東北地方太

平洋沖地震の無被災事例を適切に説明でき，地

盤・構造物系の地震時の「ねばり」を評価する

上で，今回提案した変形抑制効果が適切な指標

であることが確認された． 
今後，ドレーンの設計において地盤・構造物系の「ね

ばり」を適切に評価するためには，現行の過剰間隙水圧

比の抑制効果に基づく設計法のみでなく，今回提案する

ような変形抑制効果に基づいた設計法の確立が望まれる． 
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ANALITICAL STUDY BY STRAIN SPACE MULTIPLE MECHANISIM MODEL 
ON DEFORMATION OF IMPROVEMENT GROUND  USING ARTIFICIAL DRAIN  

MATERIAL DURING EARTHQUAKE 
 

Soichi TASHIRO and Susumu Iai 
 

In excess pore water pressure dissipation method as a countermeasure against liquefaction, it is pointed 
out that there is no “tenaciousness” because the effects to reduce excess pore water pressure ratio are lost 
if level of earthquake intensity exceeds expected scenario. However, the disaster mitigation effects of 
earth structures such as quay walls using artificial drain material were observed during large scale earth-
quake such as the 2011 Off the Pacific Coast of Tohoku Earthquake. In this study, in order to reveal “te-
naciousness” of the effects to reduce the deformation of the improvement ground using artificial drain 
material during earthquake, the effective stress analyses using the strain space multiple mechanism model 
with permeability were conducted for sloped grounds which are representative earth structures. 

Based on the results of this study, it was found that “tenaciousness” of the effects to reduce the defor-
mation of the improvement ground using artificial drain material remained tough condition even if the 
earthquake exceeded the scenario, by normalizing residual horizontal displacement of improvement 
ground with respect to that of unimproved ground and nonliquefiable ground. 


